
　　　指宿市人事行政の運営等の状況

 (1) 退職・新規採用等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 (2) 職員数に関する状況（各年度４月１日現在） 

（注）職員数は，指宿商業高等学校教員及び臨時職員を含めていません。

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）
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１　職員の任免及び職員数に関する状況
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(参考)類似団体平均一人当たり
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（注）「現在職員数」,「退職者数」及び「新規採用職員数」には，派遣中の職員を含めていません。
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３　職員の給与の状況

27年度の人件費率
区　分

(参考)人件費率

一
般
行
政
部
門

千円
28年度

人

392

千円 千円

（注）職員手当には退職手当・退職手当負担金を含まない。

2,458,228

類似団体

320,840

　指宿市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年指宿市条例第178号）第６条の規定により，
市職員の給与などの状況について次のとおり公表する。

　　　平成30年９月3日

指宿市長　豊留　悦男　　　　　　　　

指宿市

（3）職員の平均年齢，平均給料月額月額の状況（平成29年４月１日現在）

区　　分
一般行政職

鹿児島県

42.4

技能労務職

平均給料月額

50.6

325,400

平均年齢 平均給料月額 平均年齢

286,833

329,700

２　職員の人事評価の状況



（4）職員期末・勤勉手当の状況(平成28年度支給割合）

（5）退職手当（平成29年4月1日現在）

（6）特殊勤務手当

（7）時間外勤務手当

（8）その他の手当（平成29年4月1日現在）

円

円

（9）特別職の報酬等の状況  (平成29年度支給額及び支給率）

期末手当

６月期 1.50月分
12月期 1.75月分

計 3.25月分

－

－

950,000円　／　259,000円

545,000円　／　230,000円

配偶者　10,000円　子　8,000円

5,000円加算

474,000円　／　200,000円

442,000円　／　180,000円

類似団体における最高／最低額

給料月額等

一人　（子 10,000円　子以外　9,000円）

22歳に達する年度末までの子一人につき

772,000円　／　483,000円

手当の種類（手当数）

－

54,015千円

借家　支給限度額27,000円

－

9

交通機関利用者　支給限度額55,000円

異なる

19,498千円

金額

 当，国土調査業務手当，用地交渉等手当，火葬場業務手当，教員

 特殊業務手当，教育業務連絡指導手当

支給職員１人当たり
平均支給年額国の制度

との異同

手当の名称

内容及び支給単価

千円

 防疫手当，福祉手当，行旅病人及び行旅死亡人取扱手当，徴収手

支給実績（平成28年度決算）

通勤手当

管理職手当

（28年度決算）

217,802 円

手　当　名

扶養親族のうち16歳に達する年度初めから

配偶者のいない職員の扶養親族のうち

扶養手当

住居手当

定年前早期退職特例措置あり（2～20％）

41.325月分

職員一人当たり平均支給額 164

加算措置
の状況

職務の級等による加算措置

勤続20年

自己都合

支給実績（平成28年度決算）

1.70月分 2.60月分

定年前早期退職特例措置あり（2～45％）

2.60月分

給
料
・
報
酬

職務上の段階，職務の級などによる

加算措置

市　長

副議長

388,000円

635,000円

最高限度額

3,884千円

期末手当 勤勉手当

 指　宿　市

勤勉手当 期末手当

国
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交通用具利用者　支給限度額12,900円
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同じ －
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29.145月分

支給割合
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（支給率）
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・役職加算　５％～20％

国の制度
と異なる

内容

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度）

61,665

同じ

20.445月分 27.405月分
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49.59月分

最高限度額 49.59月分
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勤続35年 勤続35年
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　(1) 勤務時間

（注）上記以外に，病気休暇・特別休暇等があります。

５　職員の休業に関する状況

平成29年度中に新たに育児休業を取得した職員の取得状況は，次のとおりです。

女性職員

平成29年度中に新たに部分休業を取得した職員の取得状況は，次のとおりです。

女性職員

６　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

2人

0人 2人計 2人 0人 0人 0人 0人

2人

0人

計
1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下 3年以下

0人 8人

(2) 部分休業

期間 6月以下
6月越え 1年越え 1年6月越え 2年越え 2年6月越え

0人

2人 4人 2人 8人

計 0人 2人 4人 0人 2人

男性職員

2年越え 2年6月越え

男性職員

2年6月以下 3年以下

(1) 育児休業

期間 6月以下
6月越え 1年越え 1年6月越え

子が３歳に達する日まで 15人

 休　暇　日　数　等

 ※祝日及び12月29日～1月3日を除く

　(3) 育児休業（※取得実績は，平成28年4月1日～平成29年3月31日） 

戒 告

介護休暇

１日当たりの勤務時間

分
限
処
分 降 給

　(2) 休暇制度（※取得実績は，平成29年1月1日～平成29年12月31日） 

 38時間45分

 休暇の種類

 区　　　分

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 標準の勤務時間等

年次有給休暇

 午前８時30分～午後５時15分（休憩時間：正午～午後１時）

平均8.9日/人

１週間当たりの勤務時間

取得実績

懲
戒
処
分

停 職

失 職

　地方公務員法第30条の規定により，職員は，全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，職務遂行に当たって

に再就職情報を届け出るよう義務付けています。

は全力を挙げてこれに専念しなければならないとされています。

０人

０人

０人

１年につき20日。前年に未使用日数がある場合，最大20日を翌年に繰越

連続する６月以内

１人

処分内容

 毎週月曜日～金曜日（週５日間）

処分内容

０人

０人

降 任

勤務を要する日

 休暇の種類

育児休業

０人

０人

 休　暇　日　数　等 取得実績

免 職 免 職

４人休 職 減 給

処分者数

０人

1年以下

処分者数

計
1年6月以下 2年以下

　この服務の根本基準を実行するために，職員には地方公務員法の規定により次のような職務上の義務があります。

　法令及び上司の職務上の命令に従う義務，信用失墜行為の禁止，秘密を守る義務，職務に専念する義務，政治的

行為等の制限，争議行為等の禁止，営利企業等の従事制限

　市では，営利企業等に再就職した元職員に対し，離職前５年間の職務に属する契約等事務に関し，離職後２年間，

職務上の行為をするように，又はしないように現職職員に働きかけることなどを禁止しています。

　また，管理監督の地位にあった元職員が，離職後２年間，営利企業等に再就職した場合は，離職した際の任命権者



１０　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 職員の健康診断 (2) 公務災害補償の状況

人

人

人

１１　その他

人間ドック １日・２日・脳

(1) 勤務条件に関する措置の状況 なし

職場健康診断

受診名 回数・種類

１回／年

１回／年レントゲン撮影

167

なし

210人

92人

 健康管理講演会・新規採用職員研修等

 一般職員・管理監督者研修・特別研修等

(2) 不利益処分に関する審査請求の状況

2人

災害の概要

212
地方公務員

災害補償基金
鹿児島県支部

９　職員の研修の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

 住民税事務・広報・広聴の効果的実践

災害件数

鹿児島県市町村振興協会等

研修内容研修者数

加入団体名

頭部打撲，背部打撲，腰
部打撲，右第１指打撲傷

研　修　名

市町村アカデミー

２件

受診者数

235

市単独研修


